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   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新たな介護人材の確保並びに介護職員の離職率の低減及び資

質の向上を図るため、介護職員初任者研修を受講する者又はその者が属する介護

サービス事業者に対し交付する刈谷市介護職員初任者研修費補助金（以下「補助

金」という。）に関し、刈谷市補助金等交付規則（昭和４４年規則第２９号）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 （１）介護職員初任者研修 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第

３条第１項第１号イ及びロに掲げる研修であって、介護保険法施行規則（平

成１１年厚生省令第３６号）第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任

者研修課程に係るものをいう。 

 （２）介護サービス 次に掲げるものをいう。 

   ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１項に規定する居宅サ

ービス、同条第１４項に規定する地域密着型サービス、同条第２４項に規

定する居宅介護支援及び同条第２６項に規定する施設サービス並びに同

法第８条の２第１項に規定する介護予防サービス、同条第１２項に規定す

る地域密着型介護予防サービス及び同条第１６項に規定する介護予防支

援 

イ 刈谷市指定介護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める要綱（平成２９年４月１日施行）第２条第３号に規定

する訪問介護相当サービス、同条第４号に規定する緩和基準訪問型サービ



ス、同条第５号に規定する通所介護相当サービス及び同条第６号に規定す

る緩和基準通所型サービス 

（３）介護サービス事業者 介護サービスを行う事業所（以下「事業所」という。）

を市内に有する法人をいう。 

（４）介護職非従事者 第１４条の規定による補助金の交付の申請をする日にお

いて事業所に勤務していない者をいう。 

第２章 介護サービス事業者 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下この章において「補助対象事業者」と

いう。）は、介護サービス事業者であって、市税を滞納していないものとする。  

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、補助対象事業者が有する市内の事業所

で勤務する職員の介護職員初任者研修に係る受講料（補助対象事業者が負担する

部分に限る。以下「事業者負担受講料」という。）とする。ただし、当該職員の介

護職員初任者研修に係る受講料について国、県その他の機関から補助金等の交付

を受けている場合は、補助金の交付の対象としない。 

２ 前項の職員は、補助対象事業者が当該介護職員初任者研修の修了の日から１年

以上市内の事業所において雇用する者とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、事業者負担受講料に２分の１を乗じて得た額とし、その額

に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の額は、介護職員初任者研修を受講する職員１人につき５万円を限度と

する。 

（交付の申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、第４条に規定する職員が受講する介

護職員初任者研修の申込期限までに刈谷市介護職員初任者研修費補助金介護サー

ビス事業者交付申請書（様式第１号。以下この章において「事業者申請書」とい

う。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

（１）受講する介護職員初任者研修の実施日及び受講料を確認できるもの  

（２）事業者負担受講料の額を確認できるもの 



 （３）介護職員初任者研修を修了した者を引き続き市内の事業所で１年以上雇用

する旨の誓約書  

 （交付の決定等）  

第７条 市長は、事業者申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認め

たときは、刈谷市介護職員初任者研修費補助金介護サービス事業者交付決定通知

書（様式第２号）により当該事業者申請書を提出した者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、当該決定に係る介護

職員初任者研修を職員が修了した日から起算して９０日を経過する日又は当該修

了した日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、刈谷市介護職員初任者研

修費補助金介護サービス事業者実績報告書兼請求書（様式第３号）に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）介護職員初任者研修に係る受講料の支払を証する書類の写し 

（２）介護職員初任者研修に係る受講料の一部又は全部について補助対象事業者

が負担したことを確認できる書類 

（３）介護職員初任者研修の修了証書の写し 

（雇用終了の報告） 

第９条 第７条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、介護職員初任者研

修を修了した者（補助金の交付に係る者に限る。次条において「研修修了者」と

いう。）をその研修修了後１年を経過する前に市内の事業所において雇用しなくな

ったときは、刈谷市介護職員初任者研修修了者雇用終了報告書（様式第４号。以

下「報告書」という。）により市長に報告しなければならない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還）  

第１０条 市長は、第７条の規定により補助金の交付の決定を受けた者が次の各号

のいずれかに該当すると認める場合は、補助金の交付の決定を取り消し、刈谷市

介護職員初任者研修費補助金介護サービス事業者交付決定取消通知書（様式第５

号）により当該者に通知するものとする。  

 （１）偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けた場合  

 （２）報告書の提出があった場合又は研修修了者を当該研修修了者に係る介護職

員初任者研修修了後１年を経過する前に市内の事業所において雇用しなくな



ったことが報告書によらずに判明した場合。ただし、次に掲げる場合を除く。  

   ア 研修修了者を雇用しなくなったことにより、介護サービス事業者が有す

る市内の事業所における介護職員初任者研修を修了している職員及びこ

れと同等以上の資格を有すると認められる職員の数が減少しない場合  

   イ 研修修了者を雇用しなくなった事由が、当該研修修了者の死亡、家族の

介護、配偶者の転勤（当該研修修了者が引き続き市内の事業所で勤務する

ことが困難な場合に限る。）その他のやむを得ない理由による退職である

場合  

２ 補助金の交付を受けた者は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消さ

れたときは、補助金の全部を市長に返還しなければならない。  

第３章 介護職非従事者 

（補助対象者） 

第１１条 補助金の交付の対象となる者は、市内に住所を有する介護職非従事者で、

次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）新たに市内の事業所に勤務する意思のある者 

（２）市が賦課徴収を行う税金を滞納していない者 

（補助対象経費） 

第１２条 補助金の交付の対象となる経費は、介護職員初任者研修に係る受講料と

する。ただし、当該受講料について国、県その他の機関から補助金等の交付を受

けている場合は、補助金の交付の対象としない。 

（補助金の額） 

第１３条 補助金の額は、介護職員初任者研修に係る受講料に２分の１を乗じて得

た額とし、その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。 

２ 補助金の額は、５万円を限度とする。 

（交付の申請）  

第１４条 補助金の交付を受けようとする者は、受講する介護職員初任者研修の申

込期限までに、刈谷市介護職員初任者研修費補助金介護職非従事者交付申請書（様

式第６号。以下この章において「個人申請書」という。）に当該介護職員初任者研

修の実施日及び受講料を確認できる書類を添えて、市長に提出しなければならな



い。  

 （交付の決定等）  

第１５条 市長は、個人申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認め

たときは、刈谷市介護職員初任者研修費補助金介護職非従事者交付決定通知書（様

式第７号）により当該個人申請書を提出した者に通知するものとする。  

（実績報告）  

第１６条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、当該決定に係る介

護職員初任者研修を修了した日から起算して９０日を経過する日又は当該修了し

た日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、刈谷市介護職員初任者研修費

補助金介護職非従事者実績報告書兼請求書（様式第８号）に次に掲げる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。 

（１）介護職員初任者研修に係る受講料の支払を証する書類の写し 

（２）介護職員初任者研修の修了証書の写し  

（交付決定の取消し及び補助金の返還）  

第１７条 市長は、第１５条の規定により補助金の交付の決定を受けた者が偽りそ

の他不正の手段により補助金の交付の決定を受けた場合は、補助金の交付の決定

を取り消し、刈谷市介護職員初任者研修費補助金介護職非従事者交付決定取消通

知書（様式第９号）により当該者に通知するものとする。  

２ 補助金の交付を受けた者は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消さ

れたときは、補助金の全部を市長に返還しなければならない。  

   附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行し、同日以後に受講する介護職員初任

者研修に係る補助金について適用する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の

規定により補助金の交付を受けた者に係る第１０条及び第１７条の規定による交

付決定の取消し及び補助金の返還については、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 



１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の刈谷市介護職員初任者研修費補助金交付要綱の規定は、令和４年４月

１日以後に受講を開始する介護職員初任者研修に係る補助金について適用し、同

日前に受講を開始する介護職員初任者研修に係る補助金については、なお従前の

例による。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の刈谷市介護職員初任者研修費補助金交付要綱の規定は、令和６年１月

１日前に刈谷市介護職員初任者研修費補助金交付要綱第７条の規定により刈谷市

介護職員初任者研修費補助金（以下「補助金」という。）の交付の決定を受けた者

（改正前の刈谷市介護職員初任者研修費補助金交付要綱第９条の規定により補助

金の交付の決定を取り消された者を除く。）についても適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、

同年３月３０日から施行する。 


